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StepⅡ

2025年大阪・関西万博開催に向けて

StepⅡにおける都市再生のねらい

・観光産業の一層の拡充に向けた拠点形成、都市空間の高質化

・ビジネス面の強化に向けた拠点形成、成長産業である健康・医療関連

産業を中心とした新産業創出機能の拡充

・各拠点の連携による都市軸（東西軸・南北軸）の強化
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都市空間の再編イメージ

御堂筋地域

大阪駅周辺

臨海部
～長期滞在型の国際観光拠点

東西軸

南北軸咲洲

夢洲

舞洲

都心（うめきた等）
～医療等の新産業創出拠点

難波・天王寺

森之宮・京橋・
ＯＢＰ

中之島

新大阪



 うめきた２期
• ２０２３年 うめきた新駅開業予定
• ２０２４年 公園と民間開発の概成予定（先行まちびらき）
• ２０２７年 基盤整備の全体完成予定

 夢洲（ＩＲを核とした国際観光拠点）
• ２０２４年半ば～
• ２０２５年 大阪・関西万博

 北陸新幹線
• ２０２２年度 金沢～敦賀間 開業予定

 淀川左岸線２期
• ２０２６年度 此花区高見～北区豊崎（4.3キロメートル）完成予定

 リニア新幹線
• ２０２７年 東京（品川）～名古屋間 開業予定

ー２０２５年頃の大阪をとりまく状況ー
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 中之島
• ２０２４年 未来医療国際拠点の整備

 御堂筋の整備
• ２０２５年 側道歩行者空間化（検討中）



民間敷地等の
「みどり」

都市公園
４.５ha

地区全体で

概ね8haの
「みどり」

民間敷地等の
「みどり」

うめきた２期
～都心の「みどり」にチャレンジするうめきた２期～

「みどり」と「イノベーション」
の融合拠点

世界の人々を惹きつける
比類なき魅力を備えた「みどり」

新たな国際競争力を獲得し、
世界をリードする「イノベーション」の拠点

• まち全体を包み込む「みどり」が、ここにしかない
新しい都市景観を創出し、多様な活動、新しい価
値を生み出す源となり、世界の人々を惹きつける。

• 世界から人材、技術を集積・交流させ、新しい産
業・技術・知財を創造することで新たな国際競争力
を獲得し、世界をリードする「イノベーション」の拠点。

14

ライフデザイン・イノベーション
超スマート社会が到来する中、IoTやビッグデータ等の活
用により、創薬や医療機器開発などの分野にとどまらず、
人々が健康で豊かに生きるための新しい製品・サービスを
創出

● うめきた２期区域のまちづくりの目標

● 新産業創出のテーマ



うめきた２期
～開発事業者の提案概要～

■開発事業者 三菱地所株式会社 を代表者とするグループ

■まちづくりのコンセプト：希望の杜 Osaka “MIDORI”LIFE 2070の創造
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中核機能と宿泊機能を配置し、先行開発区域と
連携する新産業創出と産学官民の交流ゾーン

国際集客・交流に資する業務・商業・宿泊・
MICE施設を配置し、世界からのビジネス・
観光を促す高度複合都市機能集積ゾーン

[北部分]
市寄附金整備区域を含む緑豊かな憩のゾーン
[南部分]
広場を中心に多くの人が集い多彩な活動ある
賑わいゾーン
[賑わい軸（東西軸）]
公園と連続する広場空間として南北を一体化

北街区

南街区

都市公園

うめきた２期
～開発事業者の提案概要（土地利用計画）～
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分類 項目 内容 手段・活用方法等

スマート データー収集 交通、大気、騒音、気温・湿度、水質 街路灯・公園内照明柱、公園内センサー

スマート照明 時間や利用者数に合わせて照明の照度・点
灯箇所の変更

街路灯・公園内照明

スマートな輸送・移動 混雑状況の情報提供、２期区域内交通の円
滑化

スマートフォン・デジタルサイネージ等
信号操作

スマートパーキング うめきた２期区域内の駐車場情報の提供 スマートフォン・デジタルサイネージ等

レジリエント 避難者情報の収集 スマートフォンから位置情報データを収集
し、避難経路・場所等の情報収集

災害情報の提供に活用

災害情報等の提供 災害情報、避難場所情報、帰宅ルートやト
イレ等の情報提供

スマートフォン・デジタルサイネージ等

防犯情報の把握と活用 防犯カメラの活用 災害時は避難状況の把握に活用

公園内ネットワーク 公園内で活用できるネットワークの構築
（公衆WiFiネットワークの整備）

災害時も活用し、避難情報等を提供

自然エネルギーの確保 風力・太陽光、下水熱、地中帯水層蓄熱 災害時に電力・熱源として活用

エネルギーマネジメント 環境・施設データから効率的な運用
自立分散型電力の導入
災害時の都市公園及び商業施設の電力融通

サステナブル コミュニケーションアプリ うめきた２期区域内でのみ活用 スマートフォンで利用

オープンデータの提供 収集した情報を広くホームページで公開 アプリ開発や研究に活用

Smart , Resilience and Sustainable Park, UMEKITA
うめきた2期開発の
目指すべき方向
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うめきた2期
～スマートシティ実現に向けて～



大阪府立中之島図書館・
大阪市中央公会堂の有効活用

（2015年～）

リーガロイヤルホテル他
５丁目再開発

地下鉄なにわ筋線
（2030年度整備目標）

新美術館
（2021年度開館目標）

中之島アゴラ
構想

御
堂
筋

四
つ
橋
筋

中之島フェスティバルタワー・
ウエスト（2017年4月竣工）住友中之島

ビル建替ザ・パークハウ
ス中之島タワー
（2017年10月

竣工）

中之島西部地区 ～今後の開発シナリオ～
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中之島４丁目～未来医療国際拠点～

○当該拠点の実現に向け、市有地を借地し、未来医療拠点建物の整備・運営を行う開発事業者の公募を実施し、

1月31日に優先交渉権者が決定

＜優先交渉権者＞

日本生命相互会社（代表事業者）、京阪ホールディングス（共有者）、関電不動産開発（共有者）

＜事業計画提案の概要＞

・未来医療国際拠点に必要な機能を備えた延床面積約58,000平方メートルの計画
・未来医療R＆Dセンター、未来医療MEDセンター、中之島国際フォーラムの３つの施設を整備

＜貸付条件＞

契約内容：一般定期借地権設定契約

賃借期間：契約締結日より７０年

事業計画提案（堂島川対岸から見た外観）

○中之島4丁目において、未来医療技術の産業化とその提供による国際貢献を推進する「未来医療国際拠点」を形成



御堂筋将来ビジョン

20
（御堂筋完成80周年記念事業推進委員会資料より）



現状のなんば駅前

社会実験中（昼間）

社会実験中（夜間）

＜社会実験結果＞
‣来場者数：8.7万人（3日間）

‣約90％が広場化を「とても良い・
良い」と回答

‣休憩スペースの評価が高い
（来場者アンケート）

‣周辺交通への大きな乱れ無し
21

【 整備スケジュール（目標）】

平成30年度（2018年度） 設計

平成31年度（2019年度） 工事着手

平成32年度（2020年度）頃 広場オープン

【 これまでの経過 】

平成23年6月 「なんば安全安心にぎわいのまちづくり協議会」設置

（地元町会、商店街、企業等）

平成27年12月 「なんば駅前広場空間利用検討会」設置

（有識者・地域団体・大阪市・大阪府・大阪商工会議所）

平成28年11月 「なんば駅周辺道路空間再編社会実験」実施

（地域団体・大阪市・大阪府・大阪商工会議所）

平成29年3月 「なんば駅周辺道路空間の再編に係る基本計画」策定

（なんば駅前広場空間利用検討会）

なんば駅周辺における空間再編



22

なにわ筋線について

＊大阪府、大阪市、ＪＲ西日本、南海の４者検討による試算



咲州

舞洲方向

夢舞大橋

コンテナ
ターミナル

夢咲トンネル

新駅

ＩＲ予定地
70ha

万博会場予定地
155ha

夢洲：ＩＲ・万博会場予定地
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【コンセプト】 SMART RESORT CITY
夢と創造に出会える未来都市

JAPAN   ENTERTAINMENT

夢 洲
BUSINESS   MODEL

SHOWCASE
ACTIVE   LIFE

CREATION

スーパー

メガリージョンの

形成

世界とつながる

ゲートウェイ
関西・西日本

へ波及

関西・西日本

へ波及

健康で活き活きとした生活をエンジョイできる

革新的な技術などの創出と体験

新しいビジネスにつながる技術やノウハウを世界第一級の

MICE拠点を中心にショーケース化し、国内外に発信

大阪、関西、日本観光の要となる独創性に富む

国際的エンターテイメント拠点形成

大阪・関西の活力と

広域的な相乗効果を

生み出すネットワーク

NETWORK

【拠点形成のための都市機能】 【まちづくりの方針】
土地利用

▶世界で存在感を発揮する

まちづくり

都市基盤

▶確かな技術に支えられた

スマートなまちづくり

環境共生

▶地球・自然環境共生とスマート

技術の融合による先進的で快適

な環境形成

空間デザイン

▶アーティスティックなデザイン、

上質で快適な空間形成

【支えるしくみ】
安全・安心
▶24時間ホスピタリティと
安心感に包まれるまちづくり
運営・育成
▶民が主役のまちづくり

夢洲まちづくり構想
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 テーマ 「いのち輝く未来社会のデザイン」
（Designing Future Society for Our Lives）

 サブテーマ ・多様で心身ともに健康な生き方
・持続可能な社会・経済システム

 開催期間(予定)：2025年5月3日～11月3日（185日間）
 目標入場者数：約2,800万人
 開催場所 ：夢洲 （大阪市此花区） 約155haを想定
 アクセス ：地下鉄中央線の延伸計画、主要駅からのシャトルバスの運行 等

開催概要

【想定スケジュール】

【経費等】

夢洲

事業費（想定）

会場建設費

運 営 費

関連事業費

約1,250億円

約820億円

約730億円

国・自治体・経済界

入場料収入等

自治体中心に調整

負担 経済効果

約2.0兆円

出典：ビッド・ドシエ（経済産業省 ）より

会場イメージ図（夢洲）

登録博覧会 国内実績

〈過去の博覧会〉 日本万国博覧会（1970年大阪府）

上海万博（2010年中国） 沖縄国際海洋博覧会（1975年沖縄県）

ミラノ万博（2015年イタリア） 国際科学技術博覧会（1985年茨城県）

〈開催予定〉 国際花と緑の博覧会（1990年大阪府）

ドバイ万博（2020年アラブ首長国連邦） 2005年日本国際博覧会（2005年愛知県）

【博覧会の実績等】

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

●万博開催

★11月
開催地決定 ●登録申請書提出

(開催の5年前までに)

●基本計画策定

法人設立準備業務

関係団体による
WG等会議の開催

基本構想

就任役員の調整
関係団体の調整

定款、規程、
事業・資金計画

法人
設立
手続

公益
移行
手続

会場

交通

会場建設
工事期間

会場整備計画
の検討

基本計画の
検討(会場)

交通アクセス検討会

登録申請書・基本計画の作成

実施設計、建築協議
・法令手続き等

輸送対策協議会

法人による運営

●法人設立

２０２５年日本国際博覧会の開催について（概要）
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会場イメージ
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大阪ＩＲ基本構想（案）の概要 （2019年２月１２日 発表）

基本コンセプト：大阪・関西の持続的な経済成長のエンジンとなる世界最高水準の成長型ＩＲ

世界水準の競争力を備えた日本最大の複合MICE施設

＜国際会議場＞最大会議室６千人、1.2万人規模に対応

＜展示場＞１０万㎡の展示面積

国際会議場・展示場



大阪版BID制度と地域再生エリアマネジメント負担金制度
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・大阪版BID制度と地域再生エリアマネジメント負担金制度の組み合わせにより、

幅広いエリアマネジメント活動を対象とする安定的財源確保策を実現

○対象とするエリアマネジメント活動

公物管理など収益性を伴わない公共的

事業。（民地での活動は対象外）

○制度活用のメリット

道路占用料が全額免除

○対象とするエリアマネジメント活動

イベントやオープンカフェといった地域再

生に資する事業。（道路の特例占用の規

定はない）

○制度活用のメリット

フリーライダー問題の解決

地域再生エリアマネジメント負担金制度
（2018年6月創設）

大阪版ＢＩＤ制度
（2014年4月創設）



ＰＭＯ事業とは

民間事業者が、指定管理者として、公園や公園施設等の管理運営を行うとともに、民間事業者の
柔軟かつ優れたアイデアと活力を活かし、「魅力向上事業」として、新たな公園施設の整備や既存
施設の活用等を行い、その収益を公園全体の維持管理等に還元する。

ＰＭＯ･･･Ｐａｒｋ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ
公園を一体管理し、新たな魅力向上事業を実施する民主体の事業者

今後は、鶴見緑地や長居公園等の大規模公園において、民間事業者のアイデアと活力を活かし、
公民連携によるパークマネジメントの導入を検討予定。

今後の展望
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大阪城公園ＰＭＯ事業の導入効果

1

②大阪迎賓館
（Ｈ２８.５オープン）

③大阪城公園駅前エリア
「JO-TERRACE OSAKA」
（Ｈ２９.６オープン）

④森ノ宮駅前エリア
カフェ・児童遊戯施設等
（Ｈ３０.５オープン）

「利用者サービスの向上と管理運営コストの縮減」

 魅力向上事業により利用者サービスの向上を図る。
<主な魅力向上事業>
・既存施設の活用事業 （大阪迎賓館、旧第四師団司令部庁舎等の改修）
・新たな施設整備事業 （大阪城公園駅前・森ノ宮駅前エリアの整備）
・回遊性の向上事業 （園内交通システムの運行等）
・新たなイベントの実施 （櫓の長期特別公開等）

 事業収益を公園全体の管理運営に還元し、本市か
らの代行料に依らない管理運営を行う。

 さらに収益が上がった場合は、その収益の一部を
大阪市へ納入する。

3

4

2

①旧第四師団司令部庁舎
「MIRAIZA OSAKA-JO」
（Ｈ２９.１０オープン）

公民連携によるまちづくり（ＰＭＯ事業によるエリアマネジメント）公民連携によるまちづくり（PMO事業によるエリアマネジメント）



実現に向けての課題①
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• 大学、研究機関、起業家、企業、VC等が集まる

プラットフォーム構築や、医療機器・ヘルスケア
といった大阪の強みを活かしたコミュニティ構築
が重要

• リーディングプロジェクトを実施するための公的
資金供給等が課題

• さらに、多様な人材がより一層集まる様に、大
阪の魅力を広く知ってもらうための効果的なシ
ティプロモーションが必要

 イノベーション創出



実現に向けての課題②
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• 御堂筋やなんば駅周辺、うめきた2期のス

テッププラザなどにおいて、“車中心から人

中心へ”といった道路空間の再編により、

たまり空間を創出する際に、公共施設や

占用物件の設置に対する柔軟な対応を可

能とするなど、公共空間の再編にあたって

の施設管理法の新たな運用が必要

公共空間の再編



実現に向けての課題③
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・都市再生推進法人への寄付金が税額控除され
るなどの税制優遇措置が行えるよう、都市再生
推進法人を公益法人とみなす規定の追加が必
要

・都市再生推進法人への公共施設管理権限の
一部移譲が必要

官民連携のエリアマネジメント



実現に向けての課題④

33

• 自動運転は人と自動車のあり方を変え、公共空
間再編のトリガーになると思われる。その将来像
と工程表が必要

• MaaSのようなハイモビリティ交通システムの実
現に向け、様々な交通データの利活用や最適な
交通サービスの提供を担うプロバイダーの設立
といった事業者間の連携によるプラットフォーム
の構築が必要

• 実証実験やデータ利活用を進めるための規制
緩和等が必要

• パーソントリップ調査のスマート化が必要

スマートシティの実現


